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⑩ 高齢者保健福祉

介護保険制度の体系図 

一括納付 
（全国でプール） 

＊若年者の保険料につい 
ては、医療保険と同様 
に、事業主負担・国庫 
負担があり。 
 

サービス利用 

利用者の一部負担 

○要介護認定 
・市町村で実施 

・介護サービスの 
計画的利用の 
支援 

○介護サービス 
　計画の作成 

サービス提供機関 被保険者 市町村 ・ 特別区 

第１号被保険者 
（65歳以上） 
2,617万人 

（平成18～20年度） 

市町村の 
個別徴収 

約２割の 
者が対象 

約８割の 
者が対象 年金から 

天引き 

第２号被保険者 
（40～64歳） 
4,285万人 

（平成18～20年度） 

要介護の審査判
定は広域的実施
や都道府県への
委託も可能 医療保険者 

・健保組合 
・国保など 

国 

（25％※） 

都道府県 

（12.5％※） 

市町村 

（12.5％） 

高齢者 
の 
保険料 
（19％） 

若年者 
の 
保険料 
（31％） 

公　費 
（50％） 

市町村 
支援 都

道
府
県 

保 

険 

料 

保 
険 
料 

交付 社会保険 
診療報酬 
支払基金 

審査 ･  
支払等 

国
民
健
康
保
険
団
体
連
合
会 

介護予防サービス  
◇介護予防訪問介護 
　（ホームヘルプ）  
◇介護予防訪問入浴  
◇介護予防訪問看護  
◇介護予防訪問 
　リハビリテーション  
◇介護予防通所 
　リハビリテーション  
　（デイケア）  
◇介護予防居宅療養 
　管理指導  
◇介護予防通所介護 
　（デイサービス）  
◇介護予防短期入所 
　生活介護  
　（ショートステイ）  
◇介護予防短期入所 
　療養介護  
◇介護予防特定施設 
　入居者生活介護  
◇特定介護予防福祉 
　用具販売  
◇介護予防福祉用具 
　貸与  
  
地域密着型介護 
予防サービス  
◇介護予防認知症 
　対応型通所介護  
◇介護予防小規模 
　多機能型居宅介護  
◇介護予防認知症 
　対応型共同生活介護  
  
その他  
◇住宅改修費の支給 

居宅サービス  
◇訪問介護（ホームヘルプ）  
◇訪問入浴介護  
◇訪問看護  
◇訪問リハビリテーション  
◇通所リハビリテーション  
（デイケア）  
◇居宅療養管理指導  
◇通所介護（デイサービス）  
◇短期入所生活介護  
（ショートステイ）  
◇短期入所療養介護  
◇特定施設入居者生活介護  
◇特定福祉用具販売  
◇福祉用具貸与  
  
施設サービス  
◇介護老人福祉施設  
（特別養護老人ホーム）  
◇介護老人保健施設  
（老人保健施設）  
◇介護療養型医療施設  
  
地域密着型介護サービス  
◇夜間対応型訪問介護  
◇認知症対応型通所介護  
◇小規模多機能型居宅介護  
◇認知症対応型共同生活介護  
◇地域密着型特定施設入居者 
　生活介護  
◇地域密着型介護老人福祉 
　施設入所者生活介護  
  
その他  
◇住宅改修費の支給 

※国の負担分のうち５％は調整交付金であり、75歳以上の方の数や高齢者の方の所得の分布状況に応じて増減 
※施設等給付費（都道府県指定の介護保険３施設及び特定施設に係る給付費）は、国20％、都道府県17.5％ 

普通徴収 

特別徴収 

概　　要

介護保険制度の概要
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予防重視型 
システムへ 
の転換 

施設給付 
の見直し 

新たな 
サービス 
体系の確立 

サービスの質の 
確保・向上 

負担の在り方・ 
制度運営の 
見直し 

○明るく活力ある超高齢社会の構築　　　　○制度の持続可能性　　　　○社会保障の総合化 

・軽度者の大幅な
増加 
・軽度者に対する
サービスが状態
の改善につなが
っていない 

○新予防給付の創
設 
 
○地域支援事業の
創設 

○居住費用・食費
の見直し 

 
○低所得者に対す
る配慮 

○地域密着型サー
ビスの創設 

 
○地域包括支援セ
ンターの創設 

 
○居住系サービス
の充実 

○介護サービス情
報の公表 

 
○ケアマネジメン
トの見直し 

○第1号保険料の
見直し 

 
○保険者機能の強
化 

・在宅と施設の
利用者負担の
公平性 

・独居高齢者や　
認知症高齢者の
増加 

・在宅支援の強化 
・医療と介護との
連携 

・利用者による
サービスの　
選択を通じた
質の向上 

・低所得者への
配慮 

・市町村の事務
負担の軽減 

介護保険法等の一部を改正する法律の概要〈平成17年改正〉 

被保険者・受給権者・保険料負担、賦課・徴収方法 

対象者 
受給権者 
 
保険料負担 
 
賦課・徴収方法 

65歳以上の者 
・要介護者（寝たきり・認知症）  
・要支援者（虚弱） 
市町村が徴収 
 
・所得段階別定額保険料（低所得者の負担軽減）  
・老齢退職年金給付（※）年額18万円以上の方は 
　特別徴収 （年金から天引き）  
　それ以外の方は普通徴収 

40歳以上65歳未満の医療保険加入者 
左のうち､初老期における認知症､脳血管障害等の 
老化に起因する疾病によるもの 
医療保険者が医療保険料として徴収し、納付金 
として一括して納付 
・健保：標準報酬及び標準賞与×介護保険料率 
　　　　（事業主負担あり）  
・国保：所得割、均等割等に按分  
  　　 　（国庫負担あり） 

第1号被保険者 第2号被保険者 

※平成18年４月から障害年金・遺族年金も対象。 

詳細資料 ①

保 険 料 

1．第1号被保険者の保険料は、負担能力に応じた負担を求める観点から、原則として各市町村ごとの所得段階別の定額保険料とし、
低所得者への負担を軽減する一方、高所得者の負担は所得に応じたものとする。 

※　市町村が条例により課税層についての区分数を弾力的に設定できる。なお、保険料率はどの段階においても市町村が設定できる。 
2．第2号被保険者の保険料は、加入している医療保険者ごとに算定される。（第2号被保険者1人当たりの平均負担額は同じ） 

第1段階 
 
第2段階 
第3段階 
第4段階 
第5段階 
第6段階 

・生活保護受給者 
・市町村民税世帯非課税かつ老齢福祉年金受給者 
市町村民税世帯非課税で年金収入と合計所得金額の合計が80万円以下の方等 
市町村民税世帯非課税で第２段階に該当しない方等 
市町村民税本人非課税　　 
市町村民税本人課税（被保険者本人の合計所得金額が200万円未満） 
市町村民税本人課税（被保険者本人の合計所得金額が200万円以上） 

対象者 段　階 保険料 （参考） 
対象者見込数 

基準額×0.5 
 
基準額×0.5 
基準額×0.75 
基準額×1 
基準額×1.25 
基準額×1.5

2.6％
 
 

18.0％ 
9.0％ 
30.5％ 
28.6％ 
11.3％ 

詳細資料 ②
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利 用 料 

1． １割の定率負担＋入院・入所者は居住（滞在）費・食費を原則自己負担 
2． １割負担が高額になる場合は高額介護（予防）サービス費を支給 
3． １割負担・居住（滞在）費・食費の負担額について、低所得者に配慮 

※　制度施行時における特別養護老人ホーム入所者（旧措置入所者）の利用料については、平成17年４月１日から５年間、負担　
　能力に応じた減免措置を講じている。 

(1)下記(2)または(3)に該当しない場合 

(2)①市町村民税世帯非課税者 

 ②24,600円への減額により生活保護の被保護者とならない場合 

 (a)市町村民税世帯非課税で、（公的年金等収入金額＋合計所得金額） 
  が80万円以下である場合 

 (b)市町村民税世帯非課税の老齢福祉年金受給者 

(3)①生活保護の被保護者 

 ②15,000円への減額により生活保護の非保護者とならない場合 

37,200円 

①24,600円 

②24,600円 

個人15,000円
 

 

個人15,000円 

①個人15,000円 

②15,000円 

世帯の上限額 所得区分 

＜高額介護サービス費＞ 

　※　個人とあるのは個人の上限額 

詳細資料 ③

利用手続 

　　1．介護認定審査会の審査判定結果に基づき、市町村が要介護・要支援認定 
　　　  介護認定審査会は、被保険者の心身の状況調査結果、主治医の意見書等に基づき、要介護等状態区分を審査判定 
　　　（審査判定は都道府県に委託可） 
　　　  ※　要介護認定基準は全国一律に客観的に定める。 
      　　→　要介護度に応じた給付額（在宅サービスの場合は支給限度額）を設定 
            　　  ○在宅給付については、要介護度（７段階・要支援を含む）に応じて、 

　　　約5.0～35.8万円／月（額は地域により異なる） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊1単位：10～10.72円（地域やサービスにより異なる） 
 
            　　  ○施設給付についても、各施設類型ごとに、要介護度に応じた給付額を設定 
 
　　2．本人の需要に適応したサービスを総合的・計画的に提供する観点から、介護サービス計画（ケアプラン）の作成が基本 

（在宅サービスの支給限度額） 

要支援1 

要支援2 

要介護1 

要介護2 

要介護3 

要介護4 

要介護5

 4,970単位／月 

  10,400単位／月 

16,580単位／月 

19,480単位／月 

26,750単位／月 

30,600単位／月 

35,830単位／月 

支給限度額 要介護度 

詳細資料 ④
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保険給付の内容 

都道府県が指定・監督を 
行うサービス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
 
市町村が指定・監督を 
行うサービス 
 
 
 
 
  
その他 

◎介護予防サービス 
　介護予防訪問介護 
　介護予防訪問入浴介護 
　介護予防訪問看護 
　介護予防訪問リハビリテーション 
　介護予防居宅療養管理指導 
　介護予防通所介護 
　介護予防通所リハビリテーション 
　介護予防短期入所生活介護 
　介護予防短期入所療養介護 
　介護予防特定施設入居者生活介護 
　介護予防福祉用具貸与 
　特定介護予防福祉用具販売   
  
 
 
 
 
◎介護予防支援  
◎地域密着型介護予防サービス 
　介護予防小規模多機能型居宅介護 
　介護予防認知症対応型通所介護 
　介護予防認知症対応型共同生活介護 
   
◎住宅改修 

◎居宅サービス 
　訪問介護 
　訪問入浴介護 
　訪問看護 
　訪問リハビリテーション 
　居宅療養管理指導 
　通所介護 
　通所リハビリテーション 
　短期入所生活介護 
　短期入所療養介護 
　特定施設入居者生活介護 
　福祉用具貸与 
　特定福祉用具販売  
◎居宅介護支援  
◎施設サービス 
　介護老人福祉施設 
　介護老人保健施設 
　介護療養型医療施設  
◎地域密着型サービス 
　小規模多機能型居宅介護 
　夜間対応型訪問介護 
　認知症対応型通所介護 
　認知症対応型共同生活介護 
　地域密着型特定施設入居者生活介護 
　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護  
◎住宅改修 

予防給付におけるサービス 介護給付におけるサービス 

詳細資料 ⑤

制度運営安定化のための配慮 

〈財政面での配慮〉 

　　都道府県に財政安定化基金を置き（財源は、国、都道府県、市町村が1/3ずつ）、見通しを上回る給付費増や保険料収納率の低

下に起因する財政不足を補うため、資金の交付及び貸付を行う。 

〈事務実施面での配慮〉 

　1．  要介護認定の審査判定業務の都道府県への委託を可能としている。 

　2．  都道府県が複数市町村の審査会の共同設置を支援している。 

詳細資料 ⑥


